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Abstract
　　The purpose of the present study was to estimate the effect of the health sport program 
on social activities among community-dwelling older people in Hokkaido. The participants were 
a total of 824 people aged 60 years and over, who participated in a physical fitness test in 2012 
and 2013. Health conditions, functional capacity (Tokyo Metropolitan Institute of Gerontology 
Index of Competence) and social activities were checked by questionnaire. Body size and grip 
strength were measured using standard techniques. To evaluate the effect of the health sport 
program, the number of participants in the physical fitness test was counted, and the follow-up 
changes in the measurements were assessed using a paired t-test for continuous variables and 
by the McNemar test for categorical variables. The relationship of the exercise class with social 
activities was assessed by Chi-square test or Fisher’s exact test. The number of participants in 
the physical fitness test increased in 2013. The frequency of participation in some social activity 
increased in 2013 among the participants in the tests in both 2012 and 2013. Participation in social 
activities such as connecting with family, community activities, studying and hobbies decreased 
among the subjects who participated in the exercise class. The health sport program may have a 
positive influence on interests of health, sport and social activities in the community. The exercise 
intervention may have variety of effects on social activity among older people. Further studies of 
the processes required to increase social activities among older people are needed.
Keywords：older people, social activity, health sport program, northern region
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北海道在宅高年齢者の社会活動からみた「健康スポーツプログラム」の影響
Ⅰ．緒　言
　超高齢社会，少子化による人口減少が目前の現実と
なっており1），人々が生涯を通じて心身機能を高く維持
し活動的であることの重要性はますます高まっている。
認知症高齢者や要介護者の増加が問題とされる一方，高
齢者の単独・夫婦のみ世帯の増加が予測されることから，
高齢者の孤独死2）や閉じこもり3）の問題もますます深刻
になると考えられる。高齢者の心身状況を把握していく
中で，健康状態や体力などの身体機能はいうまでもなく，
地域での役割や対人関係といった社会的な結びつきにも
目を向けていく必要がある。 
　豊かな長寿社会の実現には，高齢者の生活の質
（Quality of life; QOL）の向上が重要と考えられている。
日本では，このような人生の充実を表すのに「生きがい」
という言葉がしばしば用いられる。芳賀は「生きがい」
をQOLの概念から整理し，「家事労働」，「職業労働」，「学
習・趣味活動」，「ボランティア活動」，「団体・組織活動」
がQOLを含む健康関連指標と関連したことから，これ
らの社会的活動が「生きがい」づくりに役立つことを指
摘している4）。社会的活動の実施は，死亡率や介護施設
への入居，自立障害のリスクを減じることも報告され5, 6），
人生の終末まで自立した生活を営む助けにもなりうる。
　北翔大学生涯スポーツ学部は，地域活性化を目指して
産・学・官が協働するプロジェクトを2010年より開始し
ている7, 8）。北翔大学の立地する北海道は，寒冷気候や
豊かな自然環境，過疎を含む人口社会学的要因等でいく
つかの際立った特色を持つ土地である。高齢者にとって，
冬季の積雪条件は転倒発生率の高さ9）に代表されるよう
にケガのリスクを伴い活動制限につながりやすい。また，
若者の流出や地域産業の停滞は高齢化を加速させ，地域
での活動の場を減じさせる。以上のような積雪寒冷地特
有の課題をふまえ，本プロジェクトは地域の高齢者の活
動性向上を目指して進められてきた。この中で「健康ス
ポーツプログラム」は，運動教室や野外活動イベントを
展開するとともに，体力測定会を開催し定期的な健康状
態や体力の把握を行っている7, 8, 10）。2012年からは，運
動経験や社会活動状況についても調査を開始した11）。こ
れまで，地域における高齢者を対象とした運動介入は多
く実践され，転倒予防や歩行能力などの身体機能への効
果が報告されてきた12）。しかし，社会活動については注
目が高まりつつもまだ十分検討されていない。 
　そこで本研究では，北海道在住の高年齢者における身
体状況，社会活動の実施状況の１年間の経年変化を捉
え，展開した「健康スポーツプログラム」が参加した地
域高年齢者の社会活動に及ぼす影響を明らかにすること
を目的とする。尚，本研究では厚生労働省の表現になら
い13），60歳以上の人について「高年齢者」という単語を
用いて表す。
Ⅱ．方　法
１．対象
　本研究は，Ａ市介護健康推進課とNPO法人ソーシャ
ルビジネス推進センター・コープさっぽろ経営企画室・
北翔大学生涯スポーツ学部が連携して行う「Ａ・地域ま
るごと元気アッププログラム」，およびＢ町民生部と同
３機関が連携して行う「Ｂ・地域まるごと元気アッププ
ログラム」（以下，両プログラムを「まる元」と略す。）
の一環として実施された。「まる元」は，地域活性化を
目指して①産・学・官が協働するプロジェクトモデルの
構築，②運動や健康に関するプログラムの提供，③地域
での運動指導層の育成を推進するプロジェクトである。
プログラムの詳細は他論文に詳しい7, 8）。「まる元」の運
動や健康に関するプログラムは主に，１回60分，週１回，
通年で筋力トレーニングや手具等を用いたエクササイズ
を行う運動教室が中心となり，年に１回Ａ市およびＢ町
の広報や地域での研修会や交流会，高齢者施設における
呼びかけで実施する体力測定会，秋・冬期の野外活動イ
ベントで構成されている。本研究では，これら全体を「健
康スポーツプログラム」，通年で行った運動教室を「運
動教室」と記す。本研究の対象者は，平成24年度（Ｈ
24）と平成25年度（Ｈ25）の体力測定会または「運動教室」
に参加した60歳以上の高年齢者で，調査への同意の得ら
れた延べ824名の男女である。対象者の地区・年度別参
加人数を表１に記す。「運動教室」参加状況については，
平成24年度１年間の参加の有無を確認した。尚，「まる
元」は，北翔大学大学院・北翔大学・北翔大学短期大学
部研究倫理審査委員会の承認を受け，対象者全員からイ
ンフォームドコンセントの後，同意書を得て実施してい
る。
２．分析項目
　１）社会活動状況
　社会活動は，約１年を振り返り，人とのつながりや地
域での活動等があったか否かについて自記式の調査票を
表１　地域・年度別の体力測定会参加人数
参加年度 延べ人数
合計Ｈ24 Ｈ25
Ａ市 185 235 420
Ｂ町 199 205 404
合計 384 440 824
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用いて聞き取り調査した。問いは，「あなたは現在（最
近１年の間），以下のような活動をおこなっていますか」
とし，次の９項目「配偶者や家族とのつながり」，「友人
とのつきあい」，「家事」，「社会奉仕活動（ボランティア，
環境保護，防犯など）」，「地域活動（自治会，地域の催
しものの世話など）」，「旅行」，「学習・研究（カルチャー
センター，老人大学，公開講座，通信学習，通学など）」，
「運動・スポーツ」，「趣味・娯楽」について確認した14）。
回答は，「行っている」か「行っていない」の２択とした。
　２）身体状況
　基本的な健康状態や転倒，外出頻度について，１）と
同じ調査票を用いて回答を得た。項目は次の通りであ
る。自覚的健康度（非常に良い／良い／普通／悪い／非
常に悪い），過去１年間の転倒（あり／なし），転倒恐怖
（あり／なし），外出頻度（ほとんど外出しない／１週間
に１回程度／２−３日に１回程度／毎日１回以上）。体
格は，身長と体重を測定し，体重を身長の二乗で除した
Body Mass Index（BMI；kg/㎡）を算出した。体力の
指標として，握力について文部科学省新体力テストに準
じて測定した。活動能力の測定には，老研式活動能力指
標を用いた15）。本指標は，地域での独立した生活を営む
上で必要な活動能力を測定するために開発された尺度で
ある。高齢者の社会的側面を含めた生活機能の把握に有
用な指標と考えられている。下位尺度として，「手段的
自立」（５項目），「知的能動性」（４項目），「社会的役割」（４
項目）がある。計13項目からなり，２件法（できる＝１
点，できない＝０点）の13点満点で，高得点程活動能力
が高いことを示す。 
　３）属性
　年齢（歳：生年月日から当該年度４月１日時点の年齢
を算出），性（男性／女性）について，１）と同じ調査
票を用いて回答を得た。
３．調査日程
　平成24年度体力測定会は，Ａ市：2012年８月29〜31
日，Ｂ町：2012年８月20〜21日，平成25年度体力測定
会は，Ａ市：2013年８月21〜23日，B町：2013年８月26日・
９月２日に実施した。
４．統計解析
　地域による体力測定会参加状況の差は，２年継続して
参加した人の割合を算出しカイ二乗検定にて検討した。
継続参加者の身体・社会活動状況の経年変化について
は，各項目についてカテゴリ変数は人数割合（％）を示
し，対応のある頻度の比較としてMcNemar検定を行っ
た。連続変数は平均値±標準偏差で示し，対応のあるｔ
検定を行った。「運動教室」参加と社会活動の変化との
関係は，平成24年度の各活動の有無で層化したカイ二乗
検定および頻度が５以下の場合はFisherの直接確率検
定を用いた。社会活動の変化は，平成24年度時点で各社
会活動について行っていないと答えた人が平成25年度時
点でその社会活動を行っていたと答えた場合を「発生」，
平成24年度時点で各社会活動について行っていたと答え
た人が平成25年度時点でその社会活動を行っていないと
答えた場合を「消失」と表した。以上のような社会活動
「発生」と「消失」の頻度を，「運動教室」参加・不参加
者別で比較した。解析にはSPSS version19を用い（SPSS 
Inc., Chicago, IL），有意水準はすべて５％未満とした。 
Ⅲ．結　果
　表２は，地域・年度別の体力測定会参加人数の内訳を
示した。両地域を合わせた実参加人数は646名であった。
平成24年度単年度のみ参加し平成25年度は参加しなかっ
た人が両地域ともに約100名あったのに対し，平成25年
度に新規で参加した人は，Ａ市147名，Ｂ町115名あった。
両年度継続して体力測定会に参加した人（以下，継続参
加者と記す）は，両地域ともに約90名であった。両地域
において，平成24年度参加者における単年度参加者と継
続参加者の頻度に有意な差は認められなかったため（カ
イ二乗検定；p=0.646），以後の１年間の変化についての
検討は，Ａ市とＢ町を合わせて検討を行った。
　両地域の継続参加者178名について，１年間の身体状
況の変化を検討した（表３）。継続参加者のうち，女性
は約77％であった。年齢は当然ながら有意に約１歳上が
り，体格では１年間で身長，体重およびBMIの有意な
減少が認められた（p<0.05）。握力，活動能力，自覚的
健康度，転倒状況，外出頻度では，有意な差は認められ
なかった。
　社会活動の実施状況の変化を検討したところ，継続参
加者では「友人とのつきあい」，「家事」，「社会奉仕活動」，
「旅行」，「運動・スポーツ」において有意な増加が認め
られた（p<0.05）（図１）。
　体力測定会の継続参加者の中で，「運動教室」の参加
者は71名（約40％），不参加者は107名（約60％）であっ
表２　地域・年度別の体力測定会参加人数内訳
参加年度 実人数
合計Ｈ24のみ Ｈ25のみ Ｈ24・Ｈ25とも
Ａ市
ｎ
（％）
97
（29.2）
147
（44.3）
88
（26.5）
332
（100）
Ｂ町
ｎ
（％）
109
（34.7）
115
（36.6）
90
（28.7）
314
（100）
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た。「運動教室」参加が，社会活動性の変化に関連する
かを検討するため，平成24年度に各社会活動の実施がな
く，平成25年度に各活動を実施していた人の割合（社会
活動の発生：表４ａ），および平成24年度に各社会活動
を実施したが，平成25年度に各活動を実施していなかっ
た人の割合（社会活動の消失：表４ｂ）を「運動教室」
の参加状況別に示した。社会活動の発生では，「運動・
スポーツ」のみ有意な関連が認められ，「運動教室」参
加者で有意に発生の割合が高かった（p<0.05）。「配偶者
や家族とのつながり」においては，「運動教室」参加者
は不参加者に比べて発生の割合が高い傾向を示していた
（p=0.054）。社会活動の消失では「配偶者や家族とのつ
ながり」，「地域活動」，「学習・研究」，「趣味・娯楽」に
おいて有意な関連が認められ，いずれも「運動教室」参
加者で有意に消失の割合が高かった（p<0.05）。
表３　体力測定会継続参加者における身体状況の変化
参加年度
Ｈ24 Ｈ25 ｐ値
人数 人 178
性
　女性 ％ 77.0
年齢 歳 72.2±6.3 73.6±6.3 .000
体格
　身長 cm 153.0±7.6 152.8±7.9 .036
　体重 kg 55.3±8.7 54.8±9.2 .005
　BMI kg/㎡ 23.7±3.2 23.3±3.8 .050
握力 kg 26.1±7.2 25.9±7.3 .448
老研式活動能力指標 点 11.9±1.7 11.9±1.8 .941
自覚的健康度 ％ .533
　非常に良い 10.1 7.3
　良い 23.0 25.3
　普通 56.7 56.2
　悪い 6.7 8.4
　非常に悪い 0.0 0.0
転倒 ％
　過去１年間（あり） 27.5 30.4 .551
　転倒恐怖（少し・とても怖い） 63.0 69.9 .063
外出頻度 ％ .741
　ほとんど外出しない 1.2 1.7
　１週間に１回程度 6.4 9.3
　２−３日に１回程度 46.5 42.4
　毎日１回以上 45.9 46.5
BMI, Body mass index;カテゴリ変数は割合（％）で示し，McNemar検定を行っ
た。連続変数は平均値±標準偏差で示し，対応のあるt検定を行った。有意差
のあった項目は太字で示した（p ＜0.05）。
趣味・娯楽　
運動・スポ ツー　
学習・研究　
旅行　
地域活動　
社会奉仕活動　
家事　
友人のつきあい　
配偶者や家族…
0 20 40 60 80 100
（％）
H24
H25
（McNemar検定，*:p ＜0.05）
各社会活動を最近１年間に行っていたと答えた人の割合
図１　体力測定会継続参加者における社会活動実施率の
変化
表４ａ　社会活動の発生と「運動教室」参加との関連
運動教室
ｐ値不参加者
（％）
参加者
（％）
社会活動
　配偶者・家族とのつながり 46.7 80.0 .054
　友人とのつきあい 57.9 63.6 1.000
　家事 63.6 53.8 .568
　社会奉仕活動 18.9 10.0 .285
　地域活動 20.7 10.3 .265
　旅行 39.2 36.7 .820
　学習・研究 16.7 17.1 .954
　運動・スポーツ 33.9 81.3 .001
　趣味・娯楽 42.9 34.8 .525
Ｈ24年度に各社会活動を実施していなかった人に対する，Ｈ25年度の各社会活
動実施者の割合を示した。カイ二乗検定およびFisherの直接確率検定を行っ
た。有意差のあった項目は太字で示した（p ＜0.05）。
表４ｂ　社会活動の消失と「運動教室」参加との関連
運動教室
ｐ値不参加者
（％）
参加者
（％）
社会活動
　配偶者・家族とのつながり 6.7 24.0 .008
　友人とのつきあい 3.5 5.6 .676
　家事 4.9 7.7 .711
　社会奉仕活動 6.5 20.0 .223
　地域活動 10.6 42.3 .003
　旅行 11.5 14.3 .750
　学習・研究 10.0 37.5 .044
　運動・スポーツ 12.2 20.4 .274
　趣味・娯楽 9.5 27.9 .013
Ｈ24年度に各社会活動を実施していた人に対する，Ｈ25年度の各社会活動非
実施者の割合を示した。カイ二乗検定およびFisherの直接確率検定を行った。
有意差のあった項目は太字で示した（p ＜0.05）。
─　　─5
北翔大学北方圏生涯スポーツ研究センター年報　第５号
Ⅳ．考　察
　本研究では，北海道2地域の在宅高年齢者における１
年間の追跡から，「健康スポーツプログラム」の身体状
況や社会活動への影響を検討した。その結果，両地域に
おいて体力測定会参加者の増加，継続参加者において社
会活動実施の増加が認められ，プログラム全体では地域
の高年齢者の活動性の向上に寄与した可能性が示され
た。「運動教室」の影響では，「運動教室」参加者におい
て運動・スポーツへの参加が確認されたものの，いくつ
かの社会活動の消失が認められた。 
　本研究では，高年齢者の社会活動に着目して，提供し
た「健康スポーツプログラム」が地域の活性化に結びつ
くかを検討した。運動プログラムと社会活動性との関連
を検討した研究は多くはないが，３ヶ月の運動器の機能
向上プログラムにおいて社会活動促進への効果をみと
め，運動プログラム参加により友人・仲間が増え地域社
会との関わりも多くなることが示唆されている16）。その
ため，本研究の仮説として「健康スポーツプログラム」
の１つである体力測定会において参加者および社会活動
性の増加をみとめ，さらに約1年間の定期的介入である
「運動教室」の参加者においてその傾向が強まることを
予想した。前半については，体力測定会参加者の増加と
継続参加者において社会活動性の増加を確認し，本プロ
グラムは地域において健康・運動活動への関心の高まり
と社会活動性促進に効果のあった可能性をみとめた。
　一方，「運動教室」参加者においては，不参加者に比
べいくつかの社会活動で消失の多いことをみとめ，予測
とは異なる結果となった。この背景には，「運動教室」
参加者において他の社会活動から運動・スポーツ活動へ
の移行，あるいは他の社会活動が消失した結果として
「運動教室」への参加が起こった可能性が考えられる。
本研究は１年間の追跡であり，社会活動については振り
返り調査であることから，本研究で確認された社会活動
の発生と消失の順は特定できない。運動・スポーツ活動
の発生は，「運動教室」参加そのものを指すと考えてほ
ぼ間違いないと考えるが，「運動教室」参加者全員が年
度当初から参加したわけではなく年度途中からの参加者
もあった。その中で，一つの流れとして「配偶者や家族
とのつながり」や「地域活動」の消失が起こり，それを
きっかけにまたはその代償活動として「運動・スポーツ」
に向ったことが推察できる。地域の在宅高齢者を対象と
した運動介入において，ソーシャルサポートの少ない高
齢者の参加が見られ，運動介入の効果はこういったソー
シャルサポートの少ない対象者で高いことが報告されて
いる17）。高齢期は喪失の年代ともいわれ，配偶者との死
別や子らとの離別，社会的役割の喪失が起こることが知
られている4）。地域の中で，ソーシャルネットワークの
減少した高年齢者への新たな活動の場として本「運動教
室」の貢献があったと考えられる。
　但し，「配偶者や家族とのつながり」の発生の割合を
見ると，「運動教室」参加者では不参加者に比べて割合
が高く，統計的には有意な傾向を示していた（p=0.054）。
「運動教室」参加は，「配偶者や家族とのつながり」の増
加と関連していた可能性が考えられる。すなわち，「運
動教室」が先行研究16）で示唆されたような社会活動促
進への効果があった可能性やソーシャルサポートが増え
たことにより運動参加に進んだ可能性である。高年齢者
において，社会活動が加算的に促進する側面が推察され
る。
　「学習・研究」や「趣味・娯楽」の消失との関連では，「運
動教室」参加者においてこれらの活動から運動・スポー
ツ活動への移行が起きていたと考えられる。「学習・研究」
については，両地域の単年度全体の参加者でみても他の
社会活動に比べ頻度が低い11）。「学習・研究」の活動が
少ないことは，高齢期の活動能力の一側面である「知的
能動性」の低さとの関連が指摘され11），活動能力低下に
結びつく可能性がある。本地域において，今後の「運動
教室」展開の中で，全体的な健康や知的な活動への関心
を促すことは社会活動の促進に有効と考えられた。以上
の結果は，運動介入により社会的活動について他活動か
らの移行が起こりうることを示し，社会活動性の維持に
とどまる中で「運動教室」への参加を選択した高年齢者
がいることが示唆された。
　本「運動教室」と社会活動との関連から，運動が喪失
の代償活動となりうる可能性，加算的に社会活動の促進
に影響した可能性，社会活動性を維持する中で選択され
た可能性を捉えることができた。加齢に伴い身体機能の
個人差は広がることが指摘され18），中高齢者の運動・ス
ポーツへの対応も二極化傾向を示す19）。運動介入への反
応は，心身機能および社会的役割の差が広がる高年齢者
において一様ではないと考えられるため，高年齢者にお
ける社会活動性の向上の過程と背景について，今後さら
なる研究が必要と考えられる。
　体力測定会参加者の推移は，体力測定会や運動教室，
またイベントを含めた「健康スポーツプログラム」全体
の影響の一指標となる。平成25年度時点で，両地区約
100名の前年度体力測定会参加者の減少と，その約1.0〜
1.5倍の当該年度の新規体力測定会参加者を得た。平成
24年度に対する平成25年度の継続率は，両地区で約50％
であった。対象地域や調査の規模・特性が異なるため，
本継続率を他の調査と一概に比較することは難しい。し
かし，測定継続者の増加は今後の本プログラムの一つの
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課題となろう。参加者数とその推移の把握は，ヘルスプ
ロモーションや有効な介入を評価する際の重要な指標の
一つと考えられている20）。次年度以降も継続した，参加
者の確実な把握と経年評価が重要と考える。
　継続参加者全体における社会活動の変化では，「地域
活動」以外の全ての項目で増加が認められ，「友人との
つきあい」，「家事」，「社会奉仕活動」，「旅行」，「運動・
スポーツ」では有意な増加が認められた。これらの活動
は，個人の身体・社会活動性の向上だけでなく，高齢者
の共助を支える活力としての意義が見いだせる。今後，
継続参加者がプログラム自体を支える役割を担うことが
期待される。
　身体状況では，体格は有意に小さくなっていたが，筋
力，活動能力，自覚的健康度，転倒，外出頻度に有意な
変化はなく維持されていた。しかし，筋力は年に約1％
ずつ低下することが知られ21, 22），特に継続参加者の７割
を超える女性においては筋力の低下よりも筋力が低値で
あることが問題となる22）。また，積雪寒冷地かつ女性が
多いことに関連して転倒発生の多い状況に変化はない。
筋力の向上や転倒予防に向けた取り組みが引き続き必要
と考えられる。
　本研究の結果から，我々の行う「健康スポーツプログ
ラム」の地域への影響を図２のようにまとめた。 プロ
グラム全体としては，体力測定会参加者の増加や社会活
動性の増加につながった。この影響は，単年度全参加者
でみた身体状況，社会活動状況でも継続参加者の結果と
ほぼ同様の傾向を確認している（未発表データ）。「運動
教室」の範囲で考えた場合，家族や地域での役割が減少
する高齢期に新たな活動の場を提供した可能性が認めら
れた。一方，「運動教室」参加者において家族等とのつ
ながりが増した傾向も認めたことから，「運動教室」の
社会活動促進への影響も示唆された。「運動教室」参加
が他の社会活動からの移行にとどまる様子も見られたこ
とから，今後さらなる社会活動の促進につなげることが
課題となる。 
　本研究の限界として次の点が挙げられる。第一に，対
象者の代表性の問題である。本研究では呼びかけに応じ
た高年齢者を対象とし，また縦断的検討では対象者の数
が限られた。本研究の結果だけで，地域全体への影響を
特性づけるには限界がある。第二に，社会活動の発生・
消失について因果関係を直接検討していないため，影響
は可能性を示すにとどまる。第三に，本研究で用いた分
析項目は主に自記式の質問紙による回答であるため，質
問への理解不足やリコールバイアスの影響は避けられな
い。これを少しでも防ぐために，体育系大学生や教員が
質問票に沿って聞き取ることや回答の確認をできる限り
行った。また，回答の再現性を確かめるために１年間で
変動の少ない喫煙習慣や既往症に関する質問について
Kappa係数を算出し，0.57〜0.89と中程度以上の回答の
一致性を確認した。
　以上のような限界はあるが，本研究は北海道在住の地
域高年齢者を対象に，身体状況，社会活動の実施状況を
経年的に把握し，社会活動に着目して「健康スポーツプ
ログラム」の影響を示した。プログラム全体としては社
会活動促進の可能性を見いだし，「運動教室」については，
多様な状況にある高年齢者に対し運動介入が社会活動に
影響する方向性について整理した。北海道地域で展開し
た地域活性化のプロジェクトでの運動や健康に関するプ
ログラムの効果と課題を示したことは，積雪寒冷地域と
いう気候・環境の下において，高齢期に生きがいをもっ
て生活する社会の実現に向けた一助になると考える。 
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抄　録
　本研究の目的は，北海道の60歳以上の地域住民を対象に本学の提供した「健康スポーツプログラム」
が参加者の社会活動に及ぼす影響を明らかにすることである。対象者は，平成24年度と平成25年度に
行った体力測定会に参加した，60歳以上の住民延べ824名とした。身体状況，活動能力（老研式活動
能力指標）および社会活動については，質問紙を用いて回答を得た。体格と握力は，文部科学省の方
法に準じて測定した。「健康スポーツプログラム」全体の影響は，平成24・25年度の体力測定会の参加
人数の変化を確認するとともに，両体力測定会参加者に関し１年間の身体状況や社会活動の変化につ
いて，連続変数は対応のあるｔ検定，カテゴリ変数はMcNemar検定を用いて検討した。「健康スポー
ツプログラム」の中心となる通年で実施した「運動教室」と社会活動との関連は，カイ二乗検定およ
びFisherの直接確率検定を用いて検討した。体力測定会の参加人数は，平成25年度に増加していた。
継続して体力測定に参加した人では，「友人とのつきあい」等の５つの社会活動の実施が平成25年度に
有意に増加していた。「運動教室」の参加者に限ると，「運動・スポーツ」活動の増加が確認され，「配
偶者や家族とのつながり」の増加傾向を認めた一方，「配偶者や家族とのつながり」，「地域活動」，「学習・
研究」，「趣味・娯楽」において，不参加者に比べて活動の実施が有意に少なくなっていた。「健康スポー
ツプログラム」全体では，地域における高年齢者の健康・運動活動への関心の高まりと社会活動の増
加に貢献した可能性を認めた。「運動教室」については，多様な状況にある高年齢者において，社会活
動に対する運動介入の影響はいくつかの方向性を持つことが示唆された。今後，高年齢者における社
会活動性促進の過程について，さらに検討が必要と考えられる。
キーワード：高年齢者，社会活動，健康スポーツプログラム，北方圏 
